
もり行政書士オフィス｜ご利用料金

1．建設業の特定技能

内容 報酬額（税込） 備考

初めての受入れ一式（1 名） 330,000 円〜

在留資格申請、建設特定技能受入

計画（新規）、CCUS 事業者登

録・技能者登録 1 名を含む

在留資格認定証明書交付申請／在留資格変更許可申請（1 号） 165,000 円〜
受入計画認定済みなど、在留資格

申請のみの場合

在留資格認定証明書交付申請／在留資格変更許可申請（2 号） 110,000 円〜

在留期間更新許可申請（1 号・2 号） 66,000 円〜

建設特定技能受入計画　新規認定申請 110,000 円〜

建設特定技能受入計画　変更申請・届出 33,000 円〜
変更内容・対象人数によりお見積

り

CCUS 事業者登録 33,000 円〜

CCUS 技能者登録（簡略型） 16,500 円〜 1 名

CCUS 技能者登録（詳細型） 22,000 円〜 1 名

複数名の同時申請 個別見積り
同時申請の場合、2 人目以降は申

請内容に応じて割引

定期届出（継続してご依頼いただいている受入企業） 66,000 円〜
1 受入機関・1 事業所・同一分野・

特定技能外国人 2 名まで

定期届出（初めてご依頼いただく受入企業） 88,000 円〜
過去の届出状況、雇用・支援関係

資料等の初回確認を含む

定期届出　特定技能外国人 3 名以上
1 名につき 11,000 円〜を

加算

複数事業所・複数分野は個別見積

り

随時届出 16,500 円〜／1 件
変更内容・対象人数により個別見

積り

表示金額はすべて税込です。特に記載のない限り、外国人※ 1名あたりの報酬額です。

官公署へ納付する手数料、証明書取得費、郵送料、交通費、翻訳費その他の実費は別途申し受けます。※

複数名を同時に申請する場合、継続してご依頼いただく場合、または完了済みの手続きがある場合は、実際に必要な業務に応じ※

てお見積りします。

登録支援機関へ委託する支援費用、送り出し国側の手続費用等は、当事務所の報酬には含まれません。※
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2．工業製品製造業の特定技能

内容 報酬額（税込） 備考

初めての受入れ一式（1事業所・対象製造品1つあたり・1名） 220,000円〜

受入可否・産業分類確認、

JAIM加入、在留資格申請を含

む

JAIM加入（1事業所・対象製造品1つあたり） 110,000円〜
対象製品、製造工程、出荷実

績等の確認を含む

2事業所目以降のJAIM同時加入 1事業所88,000円〜

同一または類似の対象製品・

工程を想定。内容が異なる場

合は加算

対象製品・産業分類の追加 55,000円〜
日本標準産業分類・製造工程

の確認単位

事業所追加・登録内容の変更 55,000円〜 変更内容により個別見積り

在留資格認定証明書交付申請／在留資格変更許可申請（1号・2

号）
110,000円〜

JAIM加入済みなど、在留資格

申請のみの場合

在留期間更新許可申請（1号・2号） 66,000円〜

複数名の同時申請 個別見積り
同時申請の場合、2人目以降は

申請内容に応じて割引

定期届出（継続してご依頼いただいている受入企業） 66,000円〜
1受入機関・1事業所・同一分

野・特定技能外国人2名まで

定期届出（初めてご依頼いただく受入企業） 88,000円〜
過去の届出状況、雇用・支援

関係資料等の初回確認を含む

定期届出　特定技能外国人3名以上
1名につき11,000円〜

を加算

複数事業所・複数分野は個別

見積り

随時届出 16,500円〜／1件
変更内容・対象人数により個

別見積り

表示金額はすべて税込です。特に記載のない限り、外国人※ 1名あたりの報酬額です。

官公署へ納付する手数料、証明書取得費、郵送料、交通費、翻訳費その他の実費は別途申し受けます。※

複数名を同時に申請する場合、継続してご依頼いただく場合、または完了済みの手続きがある場合は、実際に必要な業務に応じ※

てお見積りします。

登録支援機関へ委託する支援費用、送り出し国側の手続費用等は、当事務所の報酬には含まれません。※
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3．その他の特定技能

内容 報酬額（税込） 備考

在留資格認定証明書交付申請（1号・2号） 110,000円〜
分野固有の手続きがある場合

は別途見積り

在留資格変更許可申請（1号・2号） 110,000円〜

在留期間更新許可申請（1号・2号） 66,000円〜

特定活動（特定技能1号への移行準備） 55,000円〜

技能実習歴・試験・分野適合性等の事前確認 33,000円〜
在留資格申請をご依頼の場合

は当該報酬に充当

分野別協議会加入手続き 110,000円〜

複数名の同時申請 個別見積り
同時申請の場合、2人目以降は

申請内容に応じて割引

定期届出（継続してご依頼いただいている受入企業） 66,000円〜
1受入機関・1事業所・同一分

野・特定技能外国人2名まで

定期届出（初めてご依頼いただく受入企業） 88,000円〜
過去の届出状況、雇用・支援

関係資料等の初回確認を含む

定期届出　特定技能外国人3名以上
1名につき11,000円〜

を加算

複数事業所・複数分野は個別

見積り

随時届出 16,500円〜／1件
変更内容・対象人数により個

別見積り

表示金額はすべて税込です。特に記載のない限り、外国人※ 1名あたりの報酬額です。

官公署へ納付する手数料、証明書取得費、郵送料、交通費、翻訳費その他の実費は別途申し受けます。※

複数名を同時に申請する場合、継続してご依頼いただく場合、または完了済みの手続きがある場合は、実際に必要な業務に応じ※

てお見積りします。

登録支援機関へ委託する支援費用、送り出し国側の手続費用等は、当事務所の報酬には含まれません。※
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4．経営・管理

内容 報酬額（税込） 備考

経営・管理　在留資格認定証明書交付申請 220,000円〜 日本国内に協力者がいる場合

経営・管理　在留資格変更許可申請 220,000円〜

経営・管理　在留期間更新許可申請 165,000円〜

事業計画書・理由書等の追加作成 55,000円〜
赤字決算、事業内容変更等によ

り詳細説明が必要な場合

表示金額はすべて税込です。特に記載のない限り、外国人※ 1名あたりの報酬額です。

官公署へ納付する手数料、証明書取得費、郵送料、交通費、翻訳費その他の実費は別途申し受けます。※

複数名を同時に申請する場合、継続してご依頼いただく場合、または完了済みの手続きがある場合は、実際に必要な業務に応じ※

てお見積りします。

5．株式会社設立サポート

内容 金額（税込・実費） 備考

当事務所報酬 99,000円〜

経営・管理の要件を踏ま

えた定款・設立内容の検

討

定款認証料 50,000円程度 公証役場へ支払う実費

定款謄本取得代 2,000円程度 公証役場へ支払う実費

印紙税 0円
電子定款の場合。紙定款

の場合は40,000円

登録免許税 150,000円〜 法務局へ納付する実費

司法書士登記報酬 55,000円〜 司法書士へ直接支払い

合計目安 356,000円〜 電子定款で設立する場合

定款認証料、定款謄本取得代、登録免許税および司法書士報酬は目安です。実際にかかった金額との差額は、最後に精算いたし※

ます。
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6．その他の就労系在留資格

内容 報酬額（税込） 備考

在留資格認定証明書交付申請 110,000円〜

技術・人文知識・国際業務、企

業内転勤、技能、介護、高度専

門職等

在留資格変更許可申請 110,000円〜

在留期間更新許可申請 55,000円〜 転職を伴わない通常更新

転職後・活動内容変更後の更新 99,000円〜
新たな勤務先・仕事内容の説明

を含む

就労資格証明書交付申請 88,000円〜
転職後の仕事内容と在留資格の

適合性確認

表示金額はすべて税込です。特に記載のない限り、外国人※ 1名あたりの報酬額です。

官公署へ納付する手数料、証明書取得費、郵送料、交通費、翻訳費その他の実費は別途申し受けます。※

複数名を同時に申請する場合、継続してご依頼いただく場合、または完了済みの手続きがある場合は、実際に必要な業務に応じ※

てお見積りします。

7．永住・身分系在留資格・家族滞在

内容 報酬額（税込） 備考

日本人の配偶者等／永住者の配偶者等　認定・変更 165,000円〜

定住者　認定・変更 110,000円〜

家族滞在　認定・変更 55,000円〜

在留期間更新許可申請（通常更新） 55,000円〜

離婚・再婚等の事情を伴う変更・更新 99,000円〜

永住許可申請（給与所得者・会社員等） 165,000円〜

永住許可申請（会社経営者・役員・個人事業主） 220,000円〜

永住許可申請　同一世帯のご家族1名追加 66,000円〜 同時申請の場合

表示金額はすべて税込です。特に記載のない限り、外国人※ 1名あたりの報酬額です。

官公署へ納付する手数料、証明書取得費、郵送料、交通費、翻訳費その他の実費は別途申し受けます。※

複数名を同時に申請する場合、継続してご依頼いただく場合、または完了済みの手続きがある場合は、実際に必要な業務に応じ※

てお見積りします。
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8．帰化申請

内容 報酬額（税込） 備考

会社員（給与所得者） 220,000円〜

会社経営者・役員・個人事業主 275,000円〜

同居家族1名追加 66,000円〜 同時申請の場合

経営する法人1社追加 66,000円〜

表示金額はすべて税込です。特に記載のない限り、外国人※ 1名あたりの報酬額です。

官公署へ納付する手数料、証明書取得費、郵送料、交通費、翻訳費その他の実費は別途申し受けます。※

複数名を同時に申請する場合、継続してご依頼いただく場合、または完了済みの手続きがある場合は、実際に必要な業務に応じ※

てお見積りします。

9．相談・翻訳・その他

内容 報酬額（税込） 備考

初回相談（1時間まで） 無料
サービス内容、手続きの流れ、

料金のご説明

有料相談（1時間） 5,500円〜

申請可能性、必要書類、書類

チェック等。正式依頼時は報酬

に充当

翻訳（A4・1枚） 5,500円〜
内容・言語により異なる。外部

翻訳は実費

難易度加算 22,000円〜
複雑な経歴、追加説明、大量の

書類作成等
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お支払いについて

内容 お支払い 備考

お支払方法 銀行振込みまたは現金
振込手数料はお客様にてご負

担ください

一括払い ご依頼時 実費は別途ご精算します

2回払い
ご依頼時50％・業務完

了時50％

実費は業務完了時にご精算し

ます

3回払い

業務依頼時50％・業務

中間時30％＋実費・業

務完了時20％＋実費

高額案件・長期サポート案件
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